
２ 脳卒中
【現状】

� 脳卒中（脳血管疾患）（注１）の状況

脳卒中によって継続的に治療を受けている県内の患者数は，約３６�０００人と推計されま
す。（注２）また，県内の脳卒中による死亡者数は年間３�０２１人で，死亡者数全体の９�７％（全国：
８�７％）を占め，全国と同様，死亡順位の第４位です。（注３）

県の脳卒中による人口１０万対の死亡率は，男性が４６�０（全国平均３７�８で全国ワースト６
位），女性が２４�９（全国平均２１�０で全国ワースト１０位）となっています。（注４）

� 予防

県内の特定健康診査の実施率は４９�８％（全国平均５０�１％，目標値７０％以上），特定保健
指導の実施率１６�７％（全国平均１７�５％，目標値４５％以上）と目標値を下回っています。（注５）

また，県内における収縮期血圧の年齢調整平均値は男性が１２５�７�Hg，女性が１１９�７�Hg
であり，男性が高くなっています。（注６）

� 医療及び療養体制

ア 病院前救護及び急性期医療

県内で，脳卒中の急性期医療・リハビリテーションを行っている医療機関は３４機関で

あり，そのうち概ね２４時間，脳梗塞患者への脳血栓溶解（t-PA）（注７）療法と脳血管内手術（注８）

等の脳外科的手術に対応している医療機関は，１９機関，終日又は終日以外で脳血栓溶解

（t-PA）のみに対応している医療機関は１４機関です。（注９）

また，平成２７（２０１５）年の本県内における救急要請から救急医療機関への搬送までに

要した時間（平均所要時間）は４１�７分（全国平均３９�４分）と長く，平成１０年と比較して
１�５６倍に増えています。（注１０）

（注１）脳卒中：「脳卒中」は一般的に使われる用語で，専門的には「脳血管疾患」という。
（注２）平成２６年患者調査（厚生労働省）
（注３）平成２７年人口動態統計（厚生労働省）
（注４）平成２７年都道府県別年齢調整死亡率（業務・加工統計）（厚生労働省）
（注５）平成２７年度特定健診・保健指導実施状況一覧（都道府県別）（厚生労働省保険局）
（注６）平成２８年度市町村別特定健診データ集計結果（健康プラザ作成）
（注７）t-PA（組織性プラスミノーゲン活性化因子）は，血栓を溶かす薬であり，脳梗塞の発症後４�５時間以内に行う静注

療法。
（注８）平成２６年から２７年に，脳梗塞に対する急性期血管内治療の科学的根拠が確立した，原則として発症８時間以内の患

者において，血管内治療による血栓除去法が考慮される。
（注９）茨城県医療機能情報報告書（平成２９年１０月現在），茨城県保健福祉部保健予防課調査（平成２９年１０月現在）
（注１０）茨城県消防年報，救急・救助の現状（平成２７年）
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イ 回復期・維持期の医療及び療養

専門的リハビリテーションの医療機能がある医療機関（注１）は２９機関です。

県は，茨城県立医療大学付属病院を中心として，県内の医療機関等を広域支援センター

や地域リハ・ステーション等に指定し，より身近な地域で適切なリハビリテーション

サービスを受けることができるよう，リハビリテーションのネットワークづくりを推進

しています。

【課題】

� 脳卒中（脳血管疾患）の状況

本県の脳卒中による死亡率は，男女ともに全国ワースト１０位内と高くなっているととも

に，今後，高齢人口の増加に伴い患者数の増加が予想されており，発症予防から一貫した

医療提供体制の構築や県民への脳卒中に関する普及啓発が求められています。

脳卒中は生命が助かったとしても後遺症が残ることも多く，患者及び家族の生活の質（Ｑ

ＯＬ）に大きな影響を与えます。

� 予防

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり，発症の予防には血圧のコントロールが重要で

す。その他，糖尿病，脂質異常症，不整脈，喫煙，睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）なども

危険因子であり，食生活，運動，禁煙などの生活習慣の改善に取り組むことが重要です。

また，健康診断などによって高血圧，脂質異常症，糖尿病，心房細動などの危険因子を

早期に発見し，適切な治療を受けることが大切です。

県内の特定健康診査・特定保健指導の実施率は，目標値を下回っているため，実施率向

上のための取組が必要です。

これらの生活習慣病を予防するためには，県民一人ひとりの主体的な健康づくりに加え，

母子保健，学校保健，地域・職域保健が連携した，生涯を通じた健康管理への支援が必要

です。

� 医療及び療養体制

ア 病院前救護及び急性期医療

脳卒中は，患者が発症後に速やかな受診をすることが重要であり，初期症状の知識や，

早期受診の重要性について，普及啓発が必要です。

また，発症後の速やかな診断と治療開始には，急性期を担う医療機関への速やかな搬

送と患者の迅速な受け入れ体制が必要であり，医療機関と搬送機関が連携した病院前救

護体制の一層の充実が求められています。

県内の急性期医療を提供できる医療機関は，地域に偏在し，限られていることから，

医療機能の実態を把握し，医療機関の連携体制を構築する必要があります。

（注１）茨城県医療機能情報報告書（平成２９年１０月現在）
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イ 回復期・維持期の医療及び療養

生活習慣病や合併症（誤嚥性肺炎）の予防，在宅療養支援などの観点から，医科と歯

科など，多職種の連携が求められています。

脳卒中の後遺症として身体活動・言語・摂食嚥下に障害が生じた場合であっても，住

み慣れた地域で必要なリハビリテーションを継続して受けられ，生活の質（ＱＯＬ）を

低下させることなく，暮らしていける体制づくりが必要です。

【対策・目標】

� 求められる医療機能と連携

脳卒中については，生活習慣の改善による発症予防とともに，発症した場合には速やか

に専門的な医療機関につながる体制，患者の状態に応じたリハビリテーションの継続的な

実施，再発予防など，生活の質（ＱＯＬ）の維持・改善に向けて，医療から介護に至るま

でのサービスが連携して提供される体制づくりを推進します。

ア 発症予防の機能【予防】

目標 脳卒中の発症を予防する

医療機関に求められる
事項

○高血圧，糖尿病，脂質異常症などの基礎疾患及び危険因子（リスク）の管
理が可能であること
○症状出現に備え，急性期を担う医療機関への受診等の対応について，本人
及び家族等患者の周囲にいる者に対する教育・啓発を実施すること
○急性期・回復期・療養病床を有する医療機関等と連携していること

担当する医療機関 かかりつけ医療機関
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イ 応急手当・病院前救護の機能【救護】

ウ 発症後速やかに専門的診療を実施する救急医療の機能【急性期】

上記の基準に合致し，掲載の同意を得た医療機関

目標 脳卒中の疑われる患者が，発症後できるだけ早期に専門的な診療が可能な医
療機関を受診できる

関係者に求められる事
項

本人及び家族等周囲にいる者
○発症後速やかに救急搬送の要請を行うこと
救急救命士等
○地域メディカルコントロール協議会の定めた活動基準に沿って，脳卒中患
者に対する適切な観察・判断・処置を行うこと
○急性期を担う医療機関へ迅速に搬送すること

専門的医療を包括的に行う施設 専門的医療を行う施設

目標 １ 患者の来院後ただちに専門的な治
療（t-PA療法）を開始する
２ 発症後４�５時間を超えても血管内
治療や外科治療など高度専門治療を
開始する
３ 廃用症候群や誤嚥性肺炎等の合併
症予防，早期にセルフケアが自立で
きるようリハビリテーションを実施
する

１ 患者の来院後ただちに専門的な治
療（t-PA療法）を開始する
２ 廃用症候群や誤嚥性肺炎等の合併
症予防，早期にセルフケアが自立で
きるようリハビリテーションを実施
する

医療機関に求められる
事項

○血液検査や画像検査等の必要な検査及び専門的診療が２４時間実施可能である
こと（画像伝送等の遠隔診断に基づく治療を含む）
○適応のある脳梗塞症例に対し，直ちに（発症後４�５時間以内）t-PA療法が実
施可能であること
○外科治療や脳血管内手術が，来院後速やかに治療可能又は実施可能な医療機
関との連携体制がとれていること
○呼吸，循環，栄養等の全身管理及び合併症（特に誤嚥性肺炎）の予防に対す
る診療について，多職種が連携し，対応が可能であること
○病状に応じた適切なリハビリテーションが多職種で連携し，実施可能である
こと
○転院等に際し，回復期（あるいは維持期）リハビリテーションが提供できる
医療機関等と必要な診療情報の共有を図ること

担当する医療機関 脳卒中に対する急性期の専門的医療を担う病院又は診療所
医療機関名は，別冊及びホームページに掲載

専門的医療を包括的に行う施設 専門的医療を行う施設

医療提供体制 ○急性期医療の提供
�脳血栓溶解（t-PA）療法
�脳血管内手術
�脳卒中に対する手術

（脳内血腫摘出術，脳動脈瘤クリッピ
ング術など）
○急性期リハビリテーションの提供
（脳血管疾患等リハビリテーション）

○急性期医療の提供
・脳血栓溶解（t-PA）療法
○急性期リハビリテーションの提供
（脳血管疾患等リハビリテーション）

人的体制 ○脳神経外科専門医，神経内科専門医等の配置
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エ 身体機能を回復させるリハビリテーションを実施する医療機能【回復期】

上記の基準に合致し，掲載の同意を得た医療機関

オ 生活機能の維持・向上，再発防止を含む診療を実施する医療機能【維持期】

� 対策

ア 予防

○ 「第３次健康いばらき２１プラン」，「茨城県食育推進計画（第３次）」に基づき，母

子保健や学校保健と連携することにより，子どもの頃からの食育や運動の習慣化など

を通じて，保護者自身も自分や家族の問題として生活習慣を見直すことができるよう

生活習慣病予防対策を推進します。

○ 特定健康診査・特定保健指導が効果的に実施できるよう，従事者向けの研修会を開

催します。また，働く世代を中心とした特定健康診査・特定保健指導の実施率向上と

目標 １ 在宅等への復帰を目指し，身体機能を早期改善するための集中的なリハ
ビリテーションを実施する
２ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施する
３ 誤嚥性肺炎などの合併症の予防を図ること

医療機関に求められる
事項

○再発予防の治療，基礎疾患・危険因子（リスク）の管理，抑うつ状態や認
知症などの脳卒中後の様々な合併症への対応が可能であること
○失語，歩行障害などの機能障害の改善及び日常生活動作の向上を目的とし
た，理学療法，作業療法，言語聴覚療法などのリハビリテーションが，専
門医療スタッフにより集中的に実施可能であること
○急性期及び維持期の医療機関等と必要な診療情報の共有を図ること

担当する医療機関 回復期リハビリテーションを提供する病院又は診療所
医療機関名は，別冊及びホームページに掲載

医療提供体制 ○回復期リハビリテーションの提供

人的体制 ○神経内科医等又はリハビリテーション専門医等の配置
○リハビリテーションの専門医療スタッフの配置

目標 心身の機能を維持し，再発予防をしつつ，在宅等の適切な場での療養が継続
できるよう，保健・福祉・介護サービスと連携して医療を実施する

医療機関に求められる
事項

○再発予防の治療，基礎疾患・危険因子（リスク）の管理，抑うつ状態への
対応が可能であること
○生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問及び通所リハ
ビリテーションを含む）が実施可能であること
○かかりつけ医を中心として，多職種が連携し，通院困難な患者への医療や
希望する患者への在宅での看取りを提供すること
○回復期（又は急性期）の医療機関等と必要な診療情報の共有を図ること
○介護支援専門員と連携するなど，自立生活又は在宅療養を支援するための
居宅サービスを調整すること
○保健，医療，福祉等の関係機関と必要な情報を共有し連携すること

担当する医療機関等 介護老人保健施設，介護保険によるリハビリテーションを行う医療機関
診療所（内科，リハビリテーション科）等の医療機関等
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事業所での健康づくりを図る健康経営の推進に向けて，地域・職域連携推進協議会を

活用し地域保健と職域保健の連携を図ります。

○ さらに，健康診断による脳卒中の危険因子の早期発見と，健診後の保健指導を活用

した生活習慣の改善や適切な医療機関への受診を勧奨します。

イ 病院前救護

○ 県民が発症後に，速やかに救急要請や応急処置ができるよう，脳卒中の初期症状や

心肺蘇生法などの適切な処置に関する普及啓発を図ります。

○ 脳卒中の疑われる患者を速やかに専門的な診療が可能な医療機関に搬送できるよう，

「茨城県傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準」や「茨城県救急医療情報システ

ム」の効果的・効率的な運用を行い，搬送機関と医療機関との迅速な連絡体制を整備

します。

ウ 医療体制

○ 限りある医療資源を効果的に提供するために，「専門的医療を包括的に行う施設」

と「専門的医療を行う施設」，「回復期の施設」，「かかりつけ医」などが連携し，切れ

目なく継続的に治療が行われる体制づくりを推進します。

また，医療機関の連携を推進するため，医療機関への定期的な実態調査を行い，公

表を行います。

○ 医療提供体制の地域格差を是正するために，遠隔医療を用いた診断の補助などを活

用し，地域の実情に即した連携の仕組みづくりを推進します。

○ 急性期から回復期，維持期を通じたリハビリテーションや合併症（誤嚥性肺炎など）

を予防するため，医科と歯科の連携や，多職種の連携体制づくりを推進します。

○ 県内の医療機関等を広域支援センターや地域リハ・ステーション等に指定し，より

身近な地域で適切なリハビリテーションを受けることができるよう，リハビリテーシ

ョンのネットワークづくりを推進します。
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� 目標

１・２ 茨城県医療機能情報報告（平成２９年１０月）及び茨城県保健福祉部保健予防課調査
３ 介護サービス施設・事業所調査（平成２９年１２月）
４・５ 平成２８年度茨城県総合がん対策推進モニタリング調査
６ 平成２７年度特定健診・保健指導実施状況一覧（都道府県別）（厚生労働省保険局）
７ 平成２７年都道府県別年齢調整死亡率（業務・加工統計）（厚生労働省）

４，５，７の目標値は「第３次健康いばらき２１プラン」で設定した数値目標
８ 平成２６年度患者調査（厚生労働省）

番号 目 標 項 目 現状 目標

１ 急性脳梗塞患者への血栓溶解（t-PA）療法
の件数 ４１０ 増加

２ 脳梗塞に対する脳血管治療（経皮的脳血栓回
収術等）の実施件数 ２３５ 増加

３ 訪問看護ステーション数 １５１ 増加

４ 成人の喫煙率 ※再掲 男性 ３３�５％
女性 ６�６％

男性 ２５�５％
女性 ４�０％

５ 成人の１日当たり
食塩平均摂取量

男性 １１�４ｇ
女性 ９�７ｇ

男性 ８�０未満
女性 ７�０未満

６ 特定保健指導実施率
（４０～７４歳） １６�７％ ４５％

７ 脳血管疾患の
年齢調整死亡率

男性 ４６�０
女性 ２４�９ 現況の１０％減少

８ 脳血管疾患による退院患者平均在院日数 ６７�９ 短縮
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